
【復興交付金事業計画の個別事業の実績に関する評価様式】 

 

事業番号 D-19-1 

事業名  那珂湊地区液状化対策事業 

事業費 総額 46,567千円 

（内訳: 委託費 46,567千円） 

事業期間 平成 24年度～平成 25年度 

事業目的・事業地区  

那珂湊地区は，海抜 5メートル以下の地形で，海や河川が埋め立てられた砂地盤で形

成されている。液状化被害は広範囲に及び，地盤沈下により公共施設や家屋等に被害が

生じた他，道路と宅地との高低差が生じ，市民の日常生活に支障を来たした。 

液状化に特化した地盤調査と，調査結果を踏まえた液状化対策を検討し，ひたちなか

市液状化対策検討委員会の意見を踏まえ，液状化対策事業計画案を作成する。 

 

事業結果 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 



 

事業の実績に関する評価 

① 事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価 

本事業において那珂湊地区の液状化に関する地盤調査を行った結果を使い，別事業と

して液状化ハザードマップを作成して市のホームページ上などで公表した。液状化ハザ

ードマップには住宅等の液状化対策が盛り込んであるため，個人でも液状化対策が行い

やすくなり，今後の液状化被害を軽減することができると考える。 

 

② コストに関する調査・分析・評価 

本事業は，面的な対策が必要となるため，膨大なコストを要するとともに，個人負担

が発生することから住民の意向が事業実施の可否の大きな要因となる。このため，住民

説明会を通し，事業のメリット，デメリットを丁寧に説明し，事業の実施について住民

の意向を確認した。 

その結果，膨大な事業費を要するハード的な対策は選択しないこととし，液状化に関

する情報を分かりやすく伝えるソフト的な対策を実施することとなったため，本来ハー

ド的な液状化対策のために必要であった事業費を削減することができ，コストの縮減に

つながった。 

 

③ 事業手法に関する調査・分析・評価 

 当初想定 実績 

調査委託 平成 24年度 平成 24年度～平成 25年度 

 国土交通省より平成 24 年 4 月に示された液状化対策に関するガイダンスに基づき，

調査方法の一部変更や追加を行ったため，調査期間を延伸し，事業完了が平成 25 年 7



月となった。 

 最終的に対策工を実施しなかったことについては，関係住民へのアンケート調査によ

り住民の意向を直接確認したうえでの判断であるため，事業手法については適正であっ

たと考える。 

 

事業担当部局 

ひたちなか市都市整備部都市計画課 工務係 電話番号：029-273-0111（内線 1363） 

 


